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1. はじめに	
 

1.1	
 背景・目的	
 

地方都市では, 1990年代から 2000年代にかけ, 中心市街

地に集積していた商業機能が弱体化したり, 郊外に立地し

た大型店に客を奪われたりする事態が顕在化した 1）. 特に

中心市街地に立地する店舗の閉店は, 地域の核の喪失へと

つながり, 都市全域に深刻な影響をもたらす 2）. 中心市街地

の活性化を図るため, 中心市街地活性化法等のまちづくり

三法が制定されたが, 計画で描かれた都市像と実際の都市

の姿には乖離が生じ, 各事業間の連携が不十分であったこ

と等から, 期待された効果はなく, 地方都市における中心

市街地のより一層の衰退が続いたため, 2006年にまちづく

り三法が改正され, 大型店の郊外立地がより厳しくなった.  

一方, 1960年代には, 全国的に都市のスプロール現象が

進んだ. 1965年から 1980年までの 15年間で市街地面積は

2.2倍, 人口は1.5倍まで膨れ上がった. 1960年には既に急増

傾向にあったDID人口は, 2000～2005年になるとほぼ伸び

が止まった. 地方圏では, DID人口は横ばいで, 密度は減少

傾向にあり, 市街地の低密度化も問題である. 市街地の密

度低下傾向が進めば, 高齢化等に加え, 地域社会を支える

市民の減少により地域社会の維持困難, インフラの効率性

低下による維持管理の困難等の問題が生じる恐れがある 1）.  

	
 以上の背景から, これからの時代にふさわしい地方都市

の中心市街地の在り方についての知見を得ることを本研究

の目的とする. 
	
 

2. 研究の進め方と研究対象都市	
 

2.1	
 研究対象都市と研究の方法	
 

	
 全国の中心市街地市街地活性化基本計画(中活計画)が策

定されている都市のうち, 県庁所在地の中核市 15都市・特

例市 5都市の計 20都市を研究対象とした. 対象都市の中活

計画から, 都市構造の分類(3章)を行った. また4章では, 計

画を満了し, 最終フォローアップ(自治体が行う中心市街地

活性化施策の評価)が終了している 13都市を対象に研究を

進め, 中活計画の評価を行うと共に都市構造や基本計画区

域(本研究では中心市街地とする)との関連を分析した. 

2.2	
 基本計画の内容	
 

	
 基本計画で設定された目標には, 目標の達成を評価する

ための指標(目標達成のための指標)が設定されている. 目 

標の種類には 3点あり, ①商業活性化, ②都心居住, ②観光 

活性化に分類でき, 本研究ではこの 3点を計画の軸と呼ぶ. 

3. 都市構造の分類	
 

3.1	
 時間距離による分類(表1) 

本研究では, 中心市街地内における都市の構造を都市構

造と呼び, 分類を行った. 中心市街地活性化基本計画区域

を中心市街地と定義し, 対象 20都市のうち, 中心市街地内

の公共交通を用いた移動 7分を基準として, 都市構造の分

類(時間距離による分類)を行った. 表1に分類結果を示す. 

表1	
 時間距離による都市構造の分類結果	
 

 
3.2	
 都市の勢力（規模）を表す指標の設定（図1）	
 

	
 市人口を都市圏人口で除して設定し, 当該中心市街地が

①当該都市の中心としての役割を果たしている(単独中心)

のか, ②当該都市とその周辺市町村を含めた地域の中心(広

域中心)としての役割を果たしているのか, 都市ごとにこの

いずれに近いかを明らかにしたものである. 

 
図1	
 都市の勢力(規模)を表す指標	
 

	
 

4. 評価・分析	
 

4.1 各都市の中心市街地活性化基本計画の評価	
 

4.1.1 全体的評価	
 

	
 最終フォローアップ

では, 各都市が目標に

対して 6段階で評価を

している. 本研究では,

この 6段階に対し 1～6

点の点数を配分し, 都

市別・計画の軸ごとに平

均点を算出した(表2). 

交通状況を加味した
都市構造

富山市 秋田市
青森市 盛岡市
長野市 松江市
宮崎市 山形市
福井市 大分市
鳥取市 甲府市

和歌山市
鹿児島市
奈良市

※主要駅　中心市街地内の乗降者数が著しく多い駅.
※中心市街地中心点　中心市街地内の歩行者（自転車）通行量調査点のうち, 最も通行量が多い地点.

　主要駅が1つの都市の
うち, 主要駅から中心市
街地中心点までの移動
時間が8分以上. または,
主要駅が2つの都市のう
ち, 片方の主要駅から中
心市街地中心点までの
移動時間が8分以上

金沢市
岐阜市
高松市
大津市

都市構造のイメージ 都市名

1極型

　主要駅が1つの都市の
うち, 主要駅から中心市
街地中心点までの移動
時間が7分以内.

2極型α

　主要駅が2つの都市の
うち, いずれの駅からも
中心市街地中心点まで
の移動時間が7分以内.

2極型β

商業活性化 都心居住 観光活性化
富山市 4 2
青森市 2 4 4
金沢市 3.3 6 6
岐阜市 2.3 4
高松市 3.3 4
長野市 1 3 6
和歌山市 2 2
福井市 2 1
鳥取市 3.3 4 4
鹿児島市 2.5 4
大津市 3 4
松江市 6 2 2
大分市 2
平均点 2.83 3.20 4.29

都市名 計画の軸
表2	
 全体的評価結果	
 



4.1.2	
 計画の軸別評価	
 

(1)商業活性化：各都市で実施された施策をハード施策・ソ

フト施策に分類し, その組み合わせと表2で得た商業活性

化点数の関係を分析した結果, ハード・ソフト施策を両方実

施している都市の平均点が高いことが明らかとなった. 

(2)都心居住：中心市街地人口増減率から評価を行った. ま

た, 商業活性化と同様の方法で施策の組み合わせと平均点

の関係を明らかにし, 増減率との関係をみた結果, ハー

ド・ソフト施策を両方実施する方の点数が高くなった. また, 

住宅施設と住環境整備が一体的に行われた都市では増減率

がプラス, 住宅施設を整備した都市ではマイナスとなった. 

(3)観光活性化：中心市街地の観光客入込数の増減率を算出

した評価を行った. また, これまでと同様に, 施策の組み合

わせと平均点・増減率との関係を明らかにした結果, ソフト

施策を実施する方の成果が上がりやすい結果が得られた. 

4.2	
 都市構造と計画の軸・施策との関連分析	
 

4.2.1	
 商業活性化・観光活性化	
 

(1)1極型：主要駅から中心市街地中心点まで徒歩で移動す

るとの考えから, 歩行空間の魅力が必要となる. 景観整備

等ハード施策や, 沿道の空き店舗対策等で商業の魅力向上

が必要. 観光活性化を目指す都市の場合, 観光客の買い物

行動が見込めることから, 商業活性化への波及効果が見込

める. 観光活性化施策が行えない都市では, 都心居住を促

進し居住者を増加させ, 商業活性化への波及が必要である. 

(2)2極型 α：1極型と同様の結果と, 中心市街地が観光地と

して発展する鹿児島市は, 商業活性化への波及効果がある. 

(3)2極型 β：主要駅から中心市街地中心点への移動に時間が

かかるため, 観光活性化を行う都市で中心市街地中心点と

観光エリアが離れている場合, 観光客は中心市街地中心点

付近へ流入しにくく, 商業活性化への波及効果は低くなる. 

また, 主要駅付近で活性化されている場合, その波及効果

が中心市街地中心点付近へ及びにくい. 片方地点での活性

化が, もう片方地点の衰退に拍車をかける恐れがある. 

4.2.2	
 都心居住	
 

	
 4.1.2でソフト施策の実施や市街地再開発事業等住環境

改善に関する施策の成果が上がりやすいことが明らかにな

ったが, 2極型 βの主要駅付近で市街地再開発事業を行った

場合, 主要駅付近で居住人口が増加しても, その活性化効

果が中心市街地中心点付近へ波及しにくい傾向にある.	
 	
 

4.3	
 都市構造と基本計画区域の関連分析 

(1)1極型では, コンパクトな区域設定が多い. 

(2)2極型 αでは, 1極型よりも基本計画区域が広くなる傾向

にあるが, 和歌山市は主要駅 2つと中心市街地中心点がほ

ぼ直線上に位置するため, コンパクトな区域設定である. 

(3)2極型 β	
 区域が非常に広い都市と否の都市がある. これ 

観光施設数やその立地の特徴が区域設定に影響している. 

4.4	
 基本計画区域と計画の軸・施策との関係	
 

4.4.1	
 商業活性化・観光活性化	
 

	
 商業活性化につ

いて, 基本計画区

域面積/市人口は, 

市人口に対して基

本計画区域が過密

か否かを示してい

る. この値と表2

で得た商業活性化の 

点数との関係示した図2より, 市人口に対して基本計画区

域が広い都市の方が, 商業活性化の点数が高い傾向にある

が, 広さには限界があることが明らかになった. また, 観光

活性化では, 中心市街地内の観光入込客数と共に, 観光施

設数やその立地状況が区域設定に関係し, 観光施設数が少

ない場合や観光施設が中心市街地のあるエリアに集中する

場合, 基本計画区域は比較的コンパクトに設定される. 対

して, 観光施設数が多い場合や観光施設が中心市街地内に

点在している場合, 基本計画区域は広く設定されている. 

4.4.2	
 都心居住	
 

	
 基本計画区域面積と中心市街地人口について相関分析を

行い, 係数 0.964が得られた. しかし, 基本計画区域が広い

ため中心市街地人口も多くなっている可能性があることか

ら, 中心市街地人口密度と基本計画区域の関係を調べた結

果, 強い相関は得られなかった. 中心市街地人口は基本計

画区域の設定に関係しないことが明らかになった. 
 
5. まとめ	
 

	
 以上のことから, これからの時代にふさわしい中心市街

地の在り方について, 以下の知見を得た. 

(1)基本計画区域の設定について, 1極型や 2極型 αでは, コ

ンパクトな区域で投資効果を高めつつ商業活性化を行い, 2

極型 βでは, 一方の極の活性化がもう一方の極の衰退を進

める恐れがあることに留意して投資する必要がある. 

(2)都市の特性に応じた計画の軸を設ける. 観光活性化から

商業活性化を進めると成果が得やすいが, 観光活性化が不

可能な場合, 都心居住から商業活性化を進める必要がある. 

(3)都心居住を行う場合, 住居整備を行うのみでは, 居住は

促進されにくく, 周辺の住環境改善が必要である. 市街地

再開発事業等の, 住環境改善と住居整備を一体的に行うハ

ード施策や, 住環境の整備を行うソフト施策が必要である. 
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図2	
 基本計画区域面積/市人口と	
 

	
 	
 	
 	
 	
 商業活性化点数との関係	
 


